
①流動比率(%) ②当座比率(%) ③純資産比率(%)
④純資産比率(正
味)(%)

純資産比率(%)－純
資産比率(正味)(%)

⑤固定長期適合率
（％）

全法人 95 330.9% 256.4% 86.8% 81.5% 5.4% 88.2%

1億未満 28 346.1% 219.8% 89.2% 84.4% 4.8% 87.1%

1億以上5億未
満

64 330.6% 276.0% 86.1% 80.8% 5.3% 88.5%

5億以上10億
未満

3 195.6% 178.3% 79.6% 68.2% 11.4% 92.5%

⑤：純資産及び固定負債に対する固定資産の割合

①：流動負債に対する流動資産の割合

②：流動負債に対する現金預金の割合

③：総資産に占める純資産の割合

④：国庫補助金等特別積立金残高を除いた総資産に占める純資産の割合

＜事業区分：保育のみ＞
・保育所のみを運営する法人。一時預かり事業、放課後児童健全育成事業、地域子育て支援拠点事業、子育て短期支援事業等を実施している場合もこれに含む。

県内社会福祉法人の財務指標　収益規模別平均値（令和6年度決算）

サービス活動収
益（円）

法人数
短期安定性 長期安定性

【事業区分：保育のみ】
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県内社会福祉法人の財務指標　収益規模別平均値（令和6年度決算）

収益性

⑥人件費・委託比率
(%)

⑦労働分配率(%) ⑧事業費比率(%) ⑨事務費比率(%)
⑩経常増減差額率
(%)

全法人 95 79.0% 97.2% 10.4% 6.0% 2.7%

1億未満 28 82.1% 103.9% 10.9% 6.7% -2.3%

1億以上5億未
満

64 77.6% 94.4% 10.2% 5.8% 4.8%

5億以上10億
未満

3 78.1% 95.3% 10.1% 5.1% 4.1%

※分析が困難なデータについては、集計から除外している。

＜事業区分：保育のみ＞
・保育所のみを運営する法人。一時預かり事業、放課後児童健全育成事業、地域子育て支援拠点事業、子育て短期支援事業等を実施している場合もこれに含む。

⑥：サービス活動収益に対する人件費と業務委託費の合計の割合

⑦：法人の限界利益に対する人件費の占める割合

⑧：サービス活動収益に対する事業費の割合

⑨：サービス活動収益に対する事務費の割合

⑩：サービス活動収益に対する経常増減差額の割合

サービス活動収
益（円）

法人数
費用合理性

【事業区分：保育のみ】
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県内社会福祉法人の財務指標　収益規模別平均値（令和6年度決算）
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県内社会福祉法人の財務指標　収益規模別平均値（令和6年度決算）

2.7%

-2.3%

4.8%

4.1%

79.0%
82.1%

77.6% 78.1%

97.2%

103.9%

94.4% 95.3%

10.4% 10.9% 10.2% 10.1%

6.0% 6.7% 5.8% 5.1%

-4.0%

-3.0%

-2.0%

-1.0%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%

11.0%

-40.0%

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

110.0%

全法人 1億未満 1億以上5億未満 5億以上10億未満

経
常
増
減
差
額
率(

%)
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⑨事務費比率(%)
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